
NPO法人支援パイロット事業について（申請状況） 資料９

No. 法人名 分野 想定される担当課 設立年月日 メニュー 申請金額 申請事業及び積算根拠 備考

1 WE21ジャパン大和
環境
人権
国際協力

市民活動課
広聴相談課
環境総務課

2002/9/20 1 117,000
運営費補助
39人×6ヶ月×500円＝117,000円

来年度も対象

2 かながわ環境教育研究会 環境 環境総務課 1999/9/7 3 50,000

機材等購入費補助
自然エネルギー体験キット（太陽電池、ｺ
ﾝﾄﾛｰﾗｰ、ﾊﾞｯﾃﾘｰ、その他）
106,510円

市からの委託事業実績あり
法人設立より1年6ヶ月以上経過

3
日本ガーディアン・エンジェルス
横浜支部

防犯 市民活動課 2002/12/22 3 50,000
機材等購入費補助
メンバーのジャケット（９着）
108,000円

設立が遅いため、運営費補助よりも有利
な機材等購入費補助で申請
来年度も対象

4 やまとCAPひまわり
人権
青少年健全育成
防犯

広聴相談課
市民活動課
学校教育課
青少年センター

2002/5/23 1 55,000

運営費補助
10人×11ヶ月×500円＝55,000円
（申請額は66,000円だが、単純な記載ミ
スとの連絡あり）

来年度も対象

5 アシストやまと 福祉 障害福祉課 2002/10/8 1 120,000
運営費補助
40人×6ヶ月×500円＝120,000円

来年度は、保健福祉部で対応（予定）

6 シニアネットワークさがみ 福祉 高齢者福祉課 2002/7/1 1 135,000
運営費補助
30人×9ヶ月×500円＝135,000円

来年度は、保健福祉部で対応（予定）

7
神奈川県インドシナ難民定住
援助協会

人権
国際協力

広聴相談課 2001/4/10 4 50,000

提案事業補助（要綱第2条第1項）
ドイツ、オランダスタディツアーの報告
書の作成
事業費201,600円

法人設立より1年6ヶ月以上経過

577,000

500,000

※１　分野及び想定される担当課は、市民活動課で暫定的に記入した。
※２　メニュー　１運営費補助（限度額200,000円）　２活動費補助（限度額50,000円）　３機材等購入費補助（限度額50,000円）　４提案事業（要綱第2条第1項）
※３　予算額は500,000円（当初予定300,000円）で、申請額合計の87％の額となる。

申請額合計

予算額 第４回協働推進会議準備会（03/02/13）資料
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